
福岡市障がい者差別解消・障がい理解促進事業実施要綱 

 

（目的） 

第 1 条 この要綱は、地域団体又は企業等が実施する講座や交流事業（以下「講座等」

という。）に障がい当事者等を講師として派遣すること、及び障がい当事者等を講師と

して地域住民等を対象に市主催の講座（以下「主催講座」という。）を実施することに

より、地域及び企業等における障がい者差別解消や障がい理解を促進する事業の実施

について必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこによ

る。 

(1) 地域団体 

① 町内会等 町内会、自治会その他の一定の区域に住所を有する者の地縁に基づ

いて形成された団体であって、良好な地域コミュニティの維持及び形成に資する

ことを主たる目的とするものをいう。 

② 自治協議会 町内会等のほか、防災、防犯その他の分野ごとに活動する組織等

により構成される団体であって、原則として福岡市立の小学校の通学区域ごとに

設立されるものをいう。 

③ その他の団体 ①及び②以外の団体で、以下のいずれにも該当する団体をいう

（（2）に定める企業等を除く）。 

ア グループの構成員が５人以上であること 

イ 活動の主たる基盤を福岡市内に有すること（法人格の有無は問わない） 

(2) 企業等 

（1）を除く商業その他の事業を行う者をいう。 

(3) 障がい者団体 

障がい当事者又はその家族が所属する団体をいう。 

(4) 講師 

障がい当事者又はその家族で、第４条に規定する講師の業務（以下「業務」とい

う。）を実施することができる者をいう。 

 

（実施主体及び事務局） 

第３条 本事業の実施主体は、福岡市とする。ただし、事務局については、社会福祉法

人福岡市身体障害者福祉協会に委託するものとする。 

 

（講師の業務） 

第４条 講師は、次の各号に定める業務を全て実施するものとする。 

(1) 障がい者差別解消に関すること  

福岡市障がいを理由とする差別をなくし障がいのある人もない人も共に生きるま

ちづくり条例に規定する不当な差別的取扱いの禁止及び合理的配慮の提供に関し、

市が作成した資料を中心に、説明を行うこと 

 



(2) 障がい理解に関すること  

講師の体験談や障がいのある人の疑似体験、障がい者スポーツ等を通じ、障がい

及び障がい者の理解を深めるための取組みを行うこと 

 

（講師の登録等） 

第５条 市は、この事業の実施に当たり、障がい者団体が推薦する障がい当事者等又は

市が必要と認める障がい当事者等を講師として登録するものとする。 

２ 講師の登録に当たっては、以下の各号に定める区分に応じ、必要書類を市に提出す

るものとする。 

(1) 障がい者団体が推薦する障がい当事者等  

推薦書（様式第１号）及び同意書（様式第２号） 

(2) 市が必要と認める障がい当事者等  

同意書（様式第２号） 

３ 市は、前項に規定する必要書類の提出を受けた場合は、事務局に送付する。 

４ 事務局は、前項の規定により市から受領した必要書類を基に、講師一覧を作成する。 

５ 講師一覧については、市と事務局が協議のうえ様式を定めるものとする。 

 

（講師に対する研修の実施） 

第６条 事務局は、市と連携のうえ、第４条に基づく講師の業務及び事業の流れ等につ

いて、研修を行うものとする。 

 

（講座等への講師派遣の申込み） 

第７条 地域団体又は企業等は、講座等への講師派遣について、申込書（様式第３号）

により、事務局に申込みを行うものとする。 

２ 講師派遣の申込は、予算の範囲内で受け付けるものとする。 

３ 講師の派遣は、原則として２時間以内とする。 

 

（講座等への講師派遣の決定等） 

第８条 事務局は、前条に規定する申込みを受けた場合は、講座等への講師の派遣につ

いて決定を行うものとする。 

２ 事務局は、必要に応じ当該講師に対し、手話通訳者又は要約筆記者の派遣の有無に

ついて確認を行い、手話通訳者又は要約筆記者の派遣を行うなど、可能な範囲で必要

な配慮を行うものとする。 

３ 事務局は、第 1項の決定を行った場合は、以下の各号に定める事務を行うものとす

る。 

(1) 地域団体又は企業等に、講師派遣について（様式第４号）により通知する。 

(2) 講師に、申込書の写しを送付する。 

(3) 実施一覧（様式第５号）に、決定内容を記載する。 

 

（講座等への実施内容等の調整） 

第９条 講師と地域団体又は企業等は、前条に基づく講師派遣の決定等の後、実施内容

等について、調整を行うものとする。 



２ 講師は、地域団体又は企業等と調整を行うに当たり、実施日時、開催場所等に変更

があった場合は、事務局に連絡するものとする。 

 

（講座等への講師派遣後の実施報告等） 

第 10条 地域団体又は企業等は、講座等の実施後、実施確認書（様式第６号）に必要事

項を記載のうえ、講師に提出するものとする。 

２ 講師は、業務実施後、翌月 10日までに、実施報告書（様式第７号）及び地域団体又

は企業等から提出を受けた実施確認書を事務局に提出するものとする。 

３ 企業等は、講座等の実施後、第 12条第２項に定める謝礼を事務局に支払うものとす

る。 

 

（主催講座の実施） 

第 11条 市は、主催講座を実施するときは、実施日時、開催場所、講師の選定について

事務局と協議のうえ決定し、事務局に通知するものとする。 

２ 事務局は、必要に応じ当該講師に対し、手話通訳者又は要約筆記者の派遣の有無に

ついて確認を行い、手話通訳者又は要約筆記者の派遣を行うなど、可能な範囲で必要

な配慮を行うものとする。 

３ 事務局は、第１項の通知を受理した後、以下の各号に定める事務を行うものとする。 

(1) 講師への実施通知の写しの送付 

(2) 開催場所等の管理者との連絡調整 

(3) 受講者の申込受付 

(4) 会場の設営及び撤去 

４ 実施通知の写しを受理した講師は、実施日時、開催場所において、第４条に定める

業務を実施するものとする。また、業務実施後、翌月 10日までに、第 10条第２項に

定める実施報告書（様式第７号）を事務局に提出するものとする。 

 

（講師への謝礼の支払い等） 

第 12条 事務局は、第 10条第２項及び前条第４項に基づき講師から実施報告書の提出

を受けた場合には、当月末までに講師に対し謝礼を支払うものとする。 

２ 謝礼の額は、講師一人につき 3,800円／時間とする。 

３ 企業等からの申込による講座等の費用については、企業等から事務局が適切に受領

することとする。 

 

（実績の報告） 

第 13 条 事務局は、講師から第 10 条第２項及び第 11 条第４項に基づく実施報告書の

提出があった際には、当該報告書の内容を実施一覧（様式第５号）に記載し、当月末

までに市に報告するものとする。 

 

（その他） 

第 14条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は福祉局長が定める。 

 

 



附則 

この要綱は令和６年４月１日から施行する。 

附則 

この要綱は令和８年４月１日から施行する。 

 


